
（様式１－３） 

本宮市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26年 11月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 1 事業名 災害公営住宅整備事業(和田地区) 事業番号 A-1-1 

交付団体 本宮市 事業実施主体（直接/間接） 本宮市（直接） 

総交付対象事業費 873,223（千円） 全体事業費 873,223（千円） 

事業概要 

長期避難者生活拠点形成交付金(事業番号：A-1-1)の採択を受け、災害公営住宅の計画を進めているとこ

ろであるが、造成及び建築に係る設計数量の変更が生じたため、増額分について申請を行う。 

【整備概要】 

 整備戸数：20戸 

 整備箇所：福島県本宮市和田字下田地内 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造戸建て住宅（20戸） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討する。 

『浪江町復興計画第 1次』 

取組名：仮設住宅・借上住宅など住環境の改善 

取組内容：仮設、借上住宅で解決できない住環境改善を図る。  

『本宮市第 1次総合計画後期基本計画』 

取組名：原子力災害による避難者の支援 

取組内容：原子力災害による避難者を支援するため、復興公営住宅の整備を行う。 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

 東京電力福島第一原子力発電所の事故によって、居住制限者が本宮市の応急仮設住宅に長期的な避難を

余儀なくされている。 

 災害公営住宅は、応急仮設住宅で培われた地域コミュニティの維持を図りながら、居住制限者の暮らし

を再生するものであり、早期に整備を進める必要がある。また、入居者と周辺住民等との交流が一層深め

られるよう、集会施設や緑地広場等の共同施設整備も実施する必要がある。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 


